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１序論

　日本の貧困率をご存じだろうか。日本政府が2009年に発表(※厚生労働省相対的貧困率の年次推移平成21年10月21日)したところによると、日本の貧困率(後々説明を加えるが、ここでは相対的貧困率のこと。)は、2006年の時点で、メキシコ、トルコ、アメリカに次いで4番目に高いという。日本はかつて、戦後復興から高度成長期を経て、北欧諸国並みの水準で「一億総中流」と呼ばれていたが、近年、貧富の格差が広がり、貧困率が増大した。

　日本の歴史を紐解いていくと、律令時代には五色の賤、平安期から昭和初期までの貴族、江戸時代の士農工商、明治期の四民平等など、家単位、地域単位で身分を縛り付けていた時代がほとんどであった。戦後、国民は自由になった。職業選択の自由が認められ、本人の努力次第でほとんどの職に就けるようになった。が、近年、過去の日本に存在した、上からの支配―家や地域間での格差―が自然と発生してきているのではないだろうか。
　私がそれを強く感じたのが就職活動を行った時のことである。近年、就職活動を始める時期が年を追うごとに加速しているが、都会の大学と地方の大学ではそれに合わせた対応の早さ、就活への意識がまるで違う。私がとある企業の説明会を受けにいった時のことであるが、私はまだ就職活動の「就」の字もわからないくらい、なにもしておらず、その説明会で、企業の説明というよりも、就職活動のやり方を勉強しに、単身乗り込んでいったが、他大学の学生は、やれＳＰＩだ、エントリーシートだ、選考だのと、そういう段階に移っていたのである。私は大学内では比較的、就活に取り組むのが早かったのだが、その意識はまさに「井の中の蛙」であった。就職活動への取り掛かりの早さが、そのまま内定率へ直結するかといえば100％そうとは言えないが、情報の「格差」が浮き彫りになったことを実感した。
また、都心と地方では、企業が自分の会社を新卒者に売り込むために行われる説明会の数が段違いである。当然であるが、説明会や、その先にある面接を受けるための旅費は、多くの場合、自費である。都心から都心へ移動するのと、地方から夜行バスや飛行機で都心に来るのとでは費用の桁がまるで違う。アメリカから発生したリーマンショックで大学生の親の家計に直撃し、地方の大学生は都心に何度も行く旅費がない。一概には言えないが、地方の企業に就職をせざると得ない状況になってしまう。地方から都心の企業に行ける大学生は、比較的家計が潤っているか、「就職活動費」として自分もしくは親が前々から貯金をしている意識の高い学生や親である。このような格差は大学生活にも当然、影響を与える。家計が潤っている家庭の学生はアルバイトもそこそこに、海外留学や旅行、サークルに勉学と非常に自由度の高い大学生活を送れるが、逆に裕福ではない家庭の学生はアルバイトに追われ早期化する就職活動に追われ、疲れ果てたまま卒業を迎えるのである。私の身の回りでもこのような学生は存在する。
　学習塾もそうだ。下の図を参考にして欲しい。これは文部科学省の2005年の「データからみる日本の教育」を引用したものだが、今や約半分の中学生が学習塾通っている。それも年々増加の傾向にある。一流の中学・高校・大学それぞれの入学切符を手に入れて、より優秀で、今後の競争に勝てるようにするためのいわば先行投資である。
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さらに流行は、総じて東京を中心に起こるものである。一極集中したメディアの喧伝によるものだと認識している。
　これがこのまま、この先10年20年と続くと、都心で暮らせるお金があり、都心の便利さ、地方の不便さを知った人達は、何代にも渡り都心に住み続け、逆に、お金がなく地方に住み続ける人に二極化される。都心と地方で歴然とした地域間格差、つまり、所得格差、情報格差や、文化、教育、心理的にも大きな格差が広がり、「都心に行けば勝ち組、地方は負け組」といった意識は発生するはずである。いや、すでに発生しているのではないか。東京と聞くだけで地方の人は尊敬の眼差しで見てはないだろうか。田舎に住んでいるだけで見下していないだろうか。
これから現在の格差社会が起こった原因を探るとしよう。
２現在の格差社会の原因

2－1貧困率とは
序論の冒頭で述べた貧困率とは、そもそもどういった指標のことか説明する。
貧困率には絶対的貧困率と相対的貧困率の2つが存在する。
絶対的貧困率とは、世界銀行の「貧困」の定義より、「一日の所得が1米ドル以下に満たない国民の割合」である。他にも40歳未満の死亡率と医療サービスや安全な水へのアクセス率、5歳未満の低体重児比率、成人の非識字率などを組み合わせた指標で貧困を測定する国際連合開発計画などの定義があり、絶対的な貧困の指標は国や機関によって多様である。
相対的貧困率とは、「等価可処分所得(世帯の可処分所得(※注)を世帯員数の平方根で割った値)が、全国民の等価可処分所得の中央値の半分に満たない国民の割合のこと」(OECDの定義)で、絶対的貧困率と違い数学的な指標なので主観が入りにくいとされる。だが、絶対的貧困率と異なり、国によって貧困の段階が違ってくる。先進諸国で高い生活水準を持つが貧困率が高いＡ国と、貧困率は低いが発展途上国であるＢ国とでは、生活の水準が違うという場合が存在する。事実、日本の貧困率はOECD加盟30カ国の中で4位であるが、文明としては世界の中では発展していると言えるだろう。事実、インターネットは普及し、1960年代半ばのいざなぎ景気時代には一家に一台と呼ばれた自動車も一人一台の時代となり、華々しい戦後復興・発展を成し遂げた。
　つまり、現在の日本は、生活水準は世界と比べて高い位置にあるが、日本列島という島の中で、富裕層と貧困層との差が拡大―勝ち組と負け組の二極化―という状況であることがわかる。1970年代には「一億総中流」と呼ばれ、北欧諸国と並ぶ低貧困率であった(格差が今ほど拡大していなかった)にも関わらず、この40年近い間にどのような変化があったのか、これから原因を探求していく。
(※注)可処分所得：家計の収入から税金や年金などの社会保険料といった非消費支出を差し引いた金額。実際に財やサービスの購入(消費活動)に使用できる額。自由に使える手取り収入のこと。
2－2「リスク化」と「二極化」
　近年の新卒採用の特徴として、「学歴を重視しない」傾向にある。近年は、偏差値の高い大学、一般的に優秀な大学とされる大学の生徒だけではなく、大学名に囚われることなく、その人の人間性や在学中の部活動・サークル・ボランティア活動、資格取得等、大学生活での質を認めることで、より多くの優秀な人材を確保していくという企業の価値判断の変化が顕著に顕れてきた。
　安定期の日本は、努力していい大学に行けば、そのまま大企業に入社することができた。入社しさえすれば、終身雇用と年功序列制により、高い給与水準を維持した安定した人生が目の前に用意されていた。高学歴から大企業、このシステムをパイプラインシステムと呼んだ。
だが、産業構造の変化により、そのパイプラインシステムが崩壊した。物を大量生産する時代から、情報やサービスを売る時代へ変化し、それに伴い、大量消費に追いつくのに必要な多くの熟練労働者から、少数の創造的な仕事をする人(高収入)に加えて、多くの単純労働者(低収入)が必要とされてきた。多くの人は高収入のパイプに入ろうと努力し高い学歴を得ようとするが、人数は限られているので、高学歴の学生があぶれてしまう。かといって、高学歴の学生は減るわけでもないので、結果的に学歴がインフレ化してしまい、努力して高い学歴を得ても、結果が伴わない閉鎖的な社会になってしまう。だからといって、努力を怠れば、現在よりもさらに低い状態に放り出されるため、努力せざるを得ない。だが結果が伴わない、という悪循環に陥っている。
さらに、努力をする環境に格差(親の収入・教育水準・教育に対する家庭での意識・子どものやる気)が生じてしまう場合もある。格差の世襲である。こうなったら、「今の若者は元気がない」と言われても仕方がないと思ってしまう。若者はその若い力をどこへ向ければいいのかさえ、わからなくなってきている。
　この、今まで安心と思われてきた生活・社会が、リスクを伴ったものになることを「リスク化」、家庭間・一個人間での格差が広がることを「二極化」と呼ぶ。今現在、このリスク化と二極化が私たちを非常に不安にさせているのである。経済的格差は、職種やライフスタイルの格差を生み、それが心理的格差に繋がるのである。
　これら心理的格差へのストレスが爆発したのは1990年代後半、平成10年だと思う。下の２つの図を見てほしい。平成10年に爆発的に自殺者が増えているのがわかるだろうか。それまでは２万人半ばを推移しているのだが、１年で急激に増加した。自殺者の職業は、大きい順に無職、被雇用者、自営業者である。このことから私が立てた推測では、バブルがはじけて、しばらくは頑張っていたが、見通しが立たず、またはリストラされてその閉鎖感から自殺を行ったのではないだろうか。また、1990年代後半から、学力低下や少年犯罪、援助交際、不登校、引きこもり、家庭内暴力から子が親を殺すという、それまで考えられていた常識や倫理を飛び越えるような残虐な事件が多発した。
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　人間は希望を持たなければ生きるのは難しい。国民は職業選択の自由を得たが、自分で自由に選択するというプレッシャー＝リスクは思っていたよりも大きい。希望を失った時、「また頑張ろう」と踏ん張れる力が、今の日本にはなくなっているように思える。それには見通しが必要である。いつか今の状況が打開される、頑張ればよい生活を手に入れられる、努力に見合った報酬があるという期待、見通しが立たないことには、人間というのは絶望し、逃避し、死に至るのである。
3戦後安定期から1990年代までの日本社会
なぜ戦後高度成長期は、今と同じように職業の自由が認められていたのにも関わらず、黄金時代と呼ばれたのか。なぜ、高度成長期が一番よかったと語られるのか。
　高度成長期には「自由の拡大と確実性」「経済成長と格差縮小」という、相容れない概念が両立していた幸福な時代であった。その理由を、3-1雇用の安定と男性の収入増大、3-2専業主婦の出現、3-3学校教育システムの安定の３つの切り口から見ていくとする。
3－1雇用の安定と男性の収入増大
　戦前の日本には、工業はある程度形成はされていたが、本格的に発展していったのは戦後になってからである。工場で大量に生産し、市場で大量に売りさばいていた。それには、企業は、特に大企業と呼ばれる企業は、規模の拡大と共に多く雇用する必要があった。現に、企業は安価な労働者を求めて地方へ工場を建て進出していった。
これにより、高度成長期には今では考えられないほどの低失業率を記録する。戦後最悪と言われた2003年4月の失業率5.5％と比べ、実に1％程度となる。男性はまじめに働く意思さえあれば、必ず仕事は見つかったのである。
　「年功序列」「終身雇用」「企業内労組」「社内福祉」などは、戦後日本の雇用安定を象徴する制度であるが、これは大量生産・大量消費する形態には、特に年功序列・終身雇用制度は、熟練した労働者を、生産に見合うくらい大量に抱え込むために必要であった。
　大量生産時代には、主に、企業の中で仕事をしながら、徐々に仕事を覚えるという企業内訓練によって、従業員の仕事能力を高め、生産性を上げるというシステムが機能した。ゆえに、終身雇用をして、手厚く従業員を保護するほうが、企業にとっても、従業員にとっても利害が一致したのである。また、能力が徐々に身についてくると、それに見合った給料をもらえることになる。
それは企業にとっても得なことで、せっかく育った能力の高い従業員の社外流出は避けたいところで、従業員からしても得なことである。だが、同じ会社で長時間働くことには変わりはない。しかしながら、従業員にとってはそれに十分見返りがある。自分から辞めるというリスクを選択しなければ、徐々に給料がアップしていくからである。
　しかしながら、学歴というものを忘れてはならない。黄金時代と呼ばれたこの時代にも当然学歴というものが存在した。大卒は高卒に比べて、昇給のスピード、昇進階段のスタートライン、昇進できる上限が違うし、大卒は大卒でも、有名大学とそうでない大学とでは当然違いがあった。だが、高卒だろうが、無名大学出身であろうが、有名大学出身でだあろうが、仕事が遅かろうが早かろうが、「企業内で辛抱強く頑張っていれば給料は上がる」ということは、個人の能力に関わらず持っていた共通の希望であった。
3-2専業主婦の出現
　高度成長期には、3-1で挙げたように、男性の収入が増大し、「終身雇用」「年功序列」の2本柱で、男性の収入源は確保されていた。戦後の家族形態としてよくあげられるのが、「夫は外で仕事をして、妻は自宅で家事・育児を担当する」という、家族団欒のモデルであるが、このモデルが高度成長期には大変安定していた。
理由としては、男性の収入源の確保・増大したのとともに、もうひとつ、家族関係の安定にある。戦前までの日本社会の家族関係はかなり不安定なものであったのは想像に難くない。現在のように食料は安定的に確保されていないし、病気も多く、死亡率も高かった。日本という国は、戦後になってようやく、「家族」という体制が安定したのである。20代半ば～30代にまでに結婚し、男性の収入が上がり落ち着いたところで子どもを2～3人産み、妻は育児に専念して老後を迎え、子ども世帯と孫に囲まれて余生を過ごす、という人生プランが容易にできた。この時代には女性への社会進出のための制度が整っていなかったので、女一人で社会進出というリスクをとらずに、真面目に働く男性を見つけ結婚さえすれば、「幸せな家庭」を築くことができたのである。
また、家族間での格差が縮小に向かっていた。1億総中流と呼ばれたように、上下の差が最も縮んだ時期でもある。先ほども挙げたが、昇給スピード・スタートラインには差があるものの、ほとんどすべての男性の収入が上昇していたという点が、多少ある格差の不満を解消させていたし、何より「家族団欒」の達成という理想の人生に向かっていたことが満足させていた。
3-3学校システムの安定

戦後の産業構造の転換によって、自営業者会からサラリーマン中心の社会へと移行するに連れ、戦前のように親の職業を継ぐ必要はなくなった。そこに職業選択の自由及び、希望する職種に就けないリスク、そもそも職に就けないリスクが発生する。職業選択の自由がない時代は、親の職業を継がざるを得なかったし、継がないことのほうがリスキーな選択であった。
　現在、何気なくある学校制度は、学生に希望とあきらめを程よく与える制度である。例えば、医者になるためには相当な勉強をして大学の医学部に入らなければなることはできないし、弁護士や裁判官になるためには、上級大学の法学部を出るくらいの学力がなければ、なかなかなれるものではない。医者になりたい。だが、医学部に入れるだけの学力がない。だったら諦めて、次に自分に合ったとされる学部・学科に行くしか手段はない。だが逆に言えば、頑張って勉強に勉強を重ね、自分がなりたいと思う職業へ続いた大学に合格しさえすれば、医者だって弁護士だってなれるという希望が備わっているシステムである。
　この３つがうまく機能していたことが高度成長期を黄金時代と呼ぶ所以である。だがこの高度成長期もバブル経済と共に終焉を迎えることになる。
4産業構造の転換

　1990年ごろを境として、産業構造が大きく転換した。グローバリゼーション、IT化と呼ばれる。モノを作って売るという「大量生産」「大量消費」の時代、加えて、日本では、中小企業や零細農業に対して国家的保護が加えられていた。同じ製品(例えば、高度成長期に見られる3種の神器等、豊かさの象徴であるもの)を欲しがり、同じような生活水準を目指していた。そのため多くの企業では、3章で述べたように、「終身雇用」「年功序列」によって、労働者を長期間保護しておくことが、何より効率的であった。

しかし、グローバリゼーション・IT化が進み、モノよりもサービスを売るといった時代に転換してしまった。生活の水準が上がり、高度成長期のように、同じ製品を欲しがるというよりも、他人とは良い意味で違ったものをより安く手に入れようとするようになる。企業はその要求に答えなければ、社会から淘汰されてしまうという圧力に常に課せられることになった。
そのような社会へ移り変わるにつれて、企業が必要とする人材も変化を遂げる。企業は、ニューエコノミーの中で生き残るために、クリエイティブな能力、専門知識を有した労働者を必要とする。それと同時に、彼らから出された指示を忠実に遂行する単純労働者も必要とする。雇用が二極化をしているのである。高学歴で他よりも秀でた才能を持ったものには、他社へ引き抜かれたり、辞職されたりすると会社としては痛手になるので高い給料で守り、単純な作業には、フリーターや派遣社員、アルバイトを当て、低賃金で雇う。企業は高度成長期のように、皆が皆、終身雇用、年功序列で保護できない状況に立たされているのである。

4-1職業・家庭の二極化

高度成長期の大量生産・大量消費の時代には、労働者は単純作業から始まり、徐々に仕事の能力をつけて、行く行くは管理職・専門職へ昇進していった。しかしながら、現代は違う。派遣社員は、単純作業を繰り返したところで正社員になれる人というのはほとんどいない。通訳の世界では、帰国子女の活躍がほとんどである。日本で生まれ育ったものが、入社してから語学の勉強をしても、発音や知識、経験において、帰国子女には敵わない、絶対的な壁が立ちはだかっているのである。これが現在社会に起こっている職業の二極化である。「職業の」と書いたのは、職業の二極化が進めば、当然、家族の二極化も起こる。
　今の日本の家族に起きているのは、「自分の好きなライフスタイルを選べる人」と「強いられたライフスタイルを強制される人」の二極化である(前者は、経済的に豊かな家族が多く、後者は貧しい生活を強いられる家族が多く含まれる)。
　今まで中流の象徴であった、「夫は外で仕事、妻は自宅で育児・家事」というモデルを実現させるのも難しい状況にある。夫の収入が低ければ妻も一緒に働いて並の生活は維持しなければならない。これをダグラス・有沢理論と呼ぶ。しかしながら、近年は特に若年層ではこの理論とは違った傾向にあるようだ。この理論によると、夫の収入が高いと妻は働く必要もないので、育児・家事に専念するはずであるが、特に若年層に見られる傾向として、夫の収入が高いが、妻も働いて稼ぐというダグラス・有沢理論が当てはまらない傾向にあるようだ。つまり、二極化した職業の収入の高い者同士が結婚し、二人がそのまま働き、リッチな生活を送る家族がいるということである。

しかしながらその強い家庭がいる一方で、二極化の下の部分の不安定就労者同士で結婚している弱い家庭も存在する。家庭間でこのような格差が生じると、子どもへの教育も当然格差が生じてくる。
　4-2格差の世襲

先ほどの強い家庭だと、夫婦ともにニューエコノミーの到来を早くから察知、または自分自身がそこから這い上がってきたという経験により、子どもを早くから学習塾や、有名私立中学・小学校へ入学させ、パイプラインから漏れないように教育していくのである。一方、弱い家庭だと、このような事態に気付かずに、育児は放棄せずとも、そういった対策をしておらず、子どもが就職をする際になって愕然とするのである。つまり、強い親が強い子どもを育て、弱い親が弱い子どもを作るという、「格差の世襲」が今の日本に起こっている。
　5格差社会を生きる
ここまで職業や家庭での格差が、次世代に継承されている状況を述べてきたが、一体今の大きな溝を埋めるようにするためには何が必要なのか。
まず、パイプラインから漏れた学生の受け皿となっているのが、フリーターだけだというところに問題がある。現在は好き好んでフリーターになっているものもいるが、そうではないものが多数いると思う。一生懸命大学まで勉強したものの、就職活動に失敗したが、親に面倒を見てもらうわけにも行かず、就職留年せずに仕方なくフリーターになるものもいる。そのためには新卒至上主義を廃止、同時に就職活動の早期化に歯止めを打たなければいけない。
新卒至上主義は、学生に圧迫感を与え、一度失敗したら、そこから元に戻るのは難しくなる。また、就職活動の早期化により、大学を、勉学や社会勉強を積む場所から就職活動をするための道具と化してしまっている。私は3年の夏休み辺りから始めていたし、おおよそ私の周りでもそれくらいの時期から準備や意識をし出すであろう。すると約2年半しか、勉強ができないではないか。一昔前は、4年の10月辺りに内定が出るのが主流だったとのこと。2年半であれば、短大とほとんど変わらない。高齢化社会と呼ばれ、４人に1人が高齢者と呼ばれる近年、若者に元気がなくなってしまったら4人が4人とも高齢者と呼ばれてもおかしくはなかろうか。世代は交代する。次の世代を担うのは若者であり、企業としても元気な若者が欲しいはずである。だから採用を早期化し、より優秀な新卒しかとらないようにしているとは思うが、失敗は許されないという「リスク」をかけながら行動するということがいかに行動を制限させるかは、社会人の方が今までの長い経験から認知しているはずである。せめて卒業2年～3年は新卒扱いにするなどして、門戸を広げないことには、若者は若い力を思い切り発揮できないだろう。

「若い時の苦労は買ってでもしろ」という慣用句があるであろう。1度就職活動を失敗した若者のほうが、長期的にみて優秀であるという場合もなきにしもあらずではなかろうか。就職活動というほとんど企業との相性がすべてとも就職活動を終えた者の中では語られていることであるので、少子化が叫ばれる昨今、1度や2度失敗した者を優秀ではないと片付けるのはあまりにも早計なことであり、企業にとっても得なことではないだろう。できるだけ若いうちから育てたいという企業側の主張もあるだろうが、では浪人や留年し、年齢が2～3歳違う者は、どんなに学生時代に稀有な経験を有して優秀であっても、絶対に採用しないのであろうか。
私は格差が絶対的に悪いとは思っていない。職業が不安定化したのは、産業構造という社会全体の転換であり、誰の責任でもないことである。格差が開きすぎるのには治安が悪くなる原因になるので反対であるが、格差がなかった時代なんて果たしてあるだろうか。おおよそ原始時代にでも戻らない限り、あり得ないだろう。
だが、一方で格差が良いとも言えない。何がこの社会の窮屈感、悪循環を生んでいるかというと、誰かのせいにして、行動をしていない人が少なからずいることである。確かに大きな壁が目の前に立ちはだかっているかもしれない。最初からスタートラインが違うかもしれない。だが、よほど親が莫大な資産を持ち、その壁を無きものにできるくらいの権力をもたない限り、人間は生きていくうちで必ず数回は大きな勝負・大きな努力をしなくてはならないと思うし、高所得の者は少なからず一定の努力をした上で現在の見返りを得ているはずである。
「人間は考える葦である」

風に吹かれると葦は曲がるが、風が止むとまた元に戻る。人間は自然や運命の暴威に対して無力ではあるが、決して屈することなく戦い、また元のように自らの力で立ち上がる。

人間には生まれもった生きる力が存在している。国も、企業も、もちろん我々自身、よりよくするために、日々戦っていかねばならない。戦わずに生きることは絶対に許されないことではなかろうか。
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